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活断層研究と内陸地震の長期予測：
阪神淡路大震災以降

遠田　晋次＊

Active fault research associated with long-term earthquake 
forecasting since the １９９５ Kobe earthquake

Shinji TODA ＊

Abstract

 The １９９５ Kobe (Hyogo-ken-nambu) earthquake demonstrated three key features for 
seismic hazard assessment associated with active fault research. The first one is that the 
surface rupture occurred along the Nojima fault, one of the mapped faults inland Japan. 
It allowed us to confidently proceed vast amounts of the paleoseismic trenches since 
１９９５ . The surveys eventually lead to the publication of the national seismic hazard 
map in ２００５ . The second feature is that seismogenic faulting under the city of Kobe 
did not reach the earth’ s surface. Most of the destructive inland shocks of M~７ since 
then are indeed associated with such blind faults. Revisiting the inland earthquakes 
since １９２３ , I found that no more than half of the M~７ earthquakes left the surface 
breaks comparable to the seismic faults. It obviously underestimates the probabilities of 
M~７ shocks, which is also proven by comparisons between earthquake catalogs and 
simple summations of probabilities for all active faults. The third point from the Kobe 
earthquake is the importance of fault geometry which controls rupture initiation, 
propagation, and termination. Recent studies confirmed that five-kilometer separation of 
fault spacing works well to estimate the maximum extent of rupture. Intensive 
paleoseismic studies on several large fault systems, such as the Itoigawa-Shizuoka 
Tectonic Line, reveal that they are composed of several behavioral segments and 
diverse multi-ruptures in their seismic cycles. To further improve long-term earthquake 
forecasting, recent development of satelite geodesy and new techniques such as LiDAR 
(Light Detection And Ranging) has been pervasive for finding hidden active faults. 
Interdisciplinary approaches to evaluate active faults and inland earthquakes are also 
required.
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１．はじめに
　１９９５年１月１７日に発生した阪神淡路大震災（以
降，兵庫県南部地震とする）は戦後近代都市を
襲った初めての大地震であり，数多くの防災上の
教訓を残した。特に，この地震をきっかけに「活
断層」という言葉が広く知られるようになり，活
断層研究の重要性が地震の専門家だけではなく，
一般社会にも理解されるようになった。内陸地殻
内地震（以降，内陸地震）の予知予測に「活断層」
がクロースアップされてきたのは好ましいことで
ある。しかし，この地震によって，内陸地震と活
断層の従来評価について，楽観論と悲観論の２つ
の側面が露呈された。
　楽観的側面は，既知の活断層が活動し地震を起
こし予め図示されていた断層トレース沿いで変位
が発生した，という事実である。兵庫県南部地震
では，淡路島北西岸に約１１kmの地表地震断層
（以降，地震断層とする）が現れた（粟田・水野，
１９９８）。これは地震以前より地形地質調査でその
存在と活動度が明らかになっていた野島断層（水
野・他，１９９０）そのものであった。したがって，
既知の活断層を徹底的に調査することにより内陸
地震の予測が可能であるという期待をもたらし
た。
　一方で，「震災の帯」の一因となった神戸市直下
の六甲断層帯は地表に変位をもたらさなかった。
野島断層と同等の地震モーメントを放出したにも
関わらずである。神戸側だけに限れば，地表に全
く断層変位が現れない状態で，内陸被害地震が生
じたことになる。活断層が内陸地震発生に素直に
対応しないという，いわゆる，伏在断層運動であ
る。すなわち，淡路島側とは対称的に，地形地質
情報が直接に震源断層の予測に利用できないとい
う悲観的な側面が示された。実際，震災後１５年間
に発生した内陸地震によってその重要性がクロー
ズアップされることになる。

　著者は，この明石海峡を挟んだ２つの状況が，
その後の内陸地震評価の成果と問題点を明示して
いたとみている。
　さらに，兵庫県南部地震に象徴される活断層評
価の第３番目のポイントは，断層の分布・幾何形
態がもたらす地震規模予測の重要性である。すな
わち，一度に地震を起こす断層区間を判断する
「断層セグメンテーション・グルーピング問題」で
ある。兵庫県南部地震では，明石海峡の野島断層
と六甲断層帯の不連続部分（断層ステップ部分）
で破壊が始まり，バイラテラルに破壊が進行し，
野島断層では南西端の分岐部分，神戸側では東灘
区付近の五助橋断層と甲陽断層がYの字に分岐す
る部分で止まった（Sekiguchi et al., ２００２）。糸魚
川－静岡構造線活断層帯などの長大断層や，断層
がネットワーク状に密集する地域では，このよう
な断層不連続や屈曲部の評価が重要で，破壊の開
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図１　兵庫県南部地震における震源断層と地震
断層，および同地震に象徴される活断層
評価に関する３つの視点。震源断層モデ
ルはSekiguchi et al.（２００２）。既知の活断
層は青細線（活断層研究会，１９９１），地震
断層（粟田・水野，１９９８）は青太線で示
す。
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始，進展，停止予測に欠かせない要素である。
　本稿では兵庫県南部地震に象徴される以上の３
点（図１）に注目し，活断層研究と内陸地震の長
期予測に関して兵庫県南部地震後１５年間の進展と
課題についてまとめてみたい。

２．活断層調査「物量作戦」の成果と内陸
地震の確率評価

２．１　兵庫県南部地震以前
　約半世紀にわたる活断層研究進展の歴史は，松
田（２００８）や岡田（２００８）に詳しくまとめられて
いる。それによると，１９６０-７０年代は数多くの活
断層の発見，その分布やセンスによる応力場推
定，活動度や地震規模の推定などが一気に進んだ
時代で，その集約が「日本の活断層」（活断層研究
会，１９８０）の出版とされる。この頃までに大地震
発生のポテンシャルを持つ主要な活断層は一通り

発見され，分布や長さとともに平均変位速度によ
る活動度の区分（図２）もある程度実施されてい
た。重要構造物の耐震設計にも用いられる，いわ
ゆる松田式（断層の長さとマグニチュードの関係
式，松田，１９７５）が提唱されたのもこの時代であ
る。活動度や歴史地震記録の有無等により，具体
的に複数の「要注意断層」（Matsuda，１９８１）が抽
出されるなど，活断層研究の進展がそのまま内陸
地震予測に直結してきた時期でもある。
　１９８０年代からはトレンチ調査法が米国から輸入
され，同じく米国で提唱された固有地震モデル
（Characteristic Earthquake Model, Schwartz and 
Coppersmith, １９８４）を基に，今後の地震発生の定
性的な予測が検討されるようになった（図２）。第
四紀後期の地層と断層の関係を観察すれば，その
活断層がいつ動いたのか（いつ大地震を発生させ
たのか）を知ることができる。ただし，断層露頭
が見つかる機会は少ないため，断層直上に「トレ
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図２　活断層の平均変位速度（S）と変位量，活動
間隔（Tr）の関係。地震時変位量（D）は活
断層の長さから推定される。Trはトレンチ
調査等によって直接検出される場合と，間
接的にDとSによって推定される場合があ
る。Teは最新活動から現在までの経過時間
を示し，Trとともに条件付き確率算定のた
めの重要なパラメータとなる。Sはその速
度により，A級（S １ mm / 年），B級（０．１ 
S ＜１ mm / 年），C級（０． ０１ S ＜０．１ mm / 年）
に活動度が区分される（活断層研究会，
１９９１）。推本（２００５）による主要活断層の基
本的な選定基準はB級以上で２０km以上の
長さを持つ活断層である。

図３　トレンチ壁面に出現した断層（赤線）と古
地震を記録した地層境界（黄色線）。糸静線
活断層系中央部，長野県富士見町若宮での
トレンチ壁面写真。水糸によるグリッドは
１ m×１m。「断層による地層の切断，その
後の地層による断層の被覆」により少な
くとも２回の地震履歴（地震Iと地震II）を
読み取ることができる。



遠田：活断層研究と内陸地震の長期予測：阪神淡路大震災以降

ンチ」といわれる溝を掘って地層断面を調査する。
地層が比較的連続的に堆積する場所であれば，大
地震で表層の地層が切られた後，新しい堆積物が
それを覆うことで地震発生時期が地層に記録され
る（図３）。その後，地層中の木片や腐植物などに
含まれる放射性炭素同位体による年代測定により
発生時期が具体的に絞り込まれる。１９８０年前後よ
り大学や地質調査所で地震断層や主要活断層でト
レンチ調査が行われ（例えば，岡田，１９７９），断層
の活動史に関するデータが蓄積されるようになっ
た。松田（２００８）によれば，１９９４年までに約４０断
層の５０地点以上でトレンチ調査が実施されていた
という。
　以上のことから，すでに兵庫県南部地震以前に
おいて，学術的および地震予知の視点からは，活
断層における地震発生予測の評価法がある程度確
立されていたといえる。

２．２　兵庫県南部地震以降
　そのような背景のもと，要注意断層の１つに指
摘されていた六甲－淡路島断層帯（原文はArima-
Takatsuki-Rokko fault zone, Matsuda, １９８１）が活
動し，兵庫県南部地震を起こした。一般への周知
や実用的予測という点では問題があったが，この
地震によって，これまで実施してきた活断層調査
と活動履歴解明による危険度評価がきわめて有効
であることが示された。つまり，従来の調査・評
価をすべての断層に展開することにより内陸地震
の長期予測が可能であるという視座が確立され
た。よって，その後は主要活断層の活動史解明に
力点が置かれるようになる。
　兵庫県南部地震は，活断層および内陸地震予測
における研究戦略と体制を一変させた。兵庫県南
部地震の発生を受けて，地震短期予知悲観論がひ
ろまり，地震予知から長期予測，決定論的予測か
ら確率論的予測へのシフトが進んだ。地震発生確
率予測も，トレンチ調査法，固有地震モデルと同
様米国（例えば，Working Group on California 
Earthquake Probabilities, １９９５）から少し遅れて日
本の活断層評価に導入された。調査研究体制とし
ては，１９９５年７月の地震防災対策特別措置法制定

により，総理府に地震調査研究推進本部が設置
（現・文部科学省に設置，以下推本と略す）され，
行政施策に直結する地震調査研究の責任体制の一
元化が図られた（推本，２０１０）。そのなかで，当面
集中的に調査を実施すべき主要９８断層帯が選定さ
れ，政府交付金による地方自治体，地質調査所
（現，産業技術総合研究所）を中心に，精力的な調
査が行われ，活動履歴や反射法地震探査による地
下地質断面など多くのデータが急速に蓄積され
た。特に，１９９９年には「地震調査研究の推進につ
いて－地震に関する観測，測量，調査及び研究の
推進についての総合的かつ基本的な施策－」が策
定され，活断層調査，地震発生可能性の長期評
価，強震動予測等を統合した地震動予測地図の作
成が目標課題として打ち出された。これらに一貫
することは，調査研究予算を投資し，徹底的に調
査量・データ数を増やすことにより，主要な活断
層から発生する大地震をある程度予測できるとい
う姿勢である。
　上記主要９８断層帯（その後２００５年に１２断層帯を
追加）ではこの１５年間に数１００以上調査地点でトレ
ンチ掘削が実施された。正確な数を精査した文献
は無いが，これらの調査による過去の地震痕跡
（古地震）は推本（２０１０）などの資料をもとに調べ
た限り，約５００地震イベントにのぼる。断層を外
したり古地震が検出できなかった調査も勘案し１
トレンチ当たり平均で１地震イベントと考える
と，約５００個ものトレンチ調査が実施された計算
になる。兵庫県南部地震以前の約１０倍以上の速度
で調査データが蓄積されたことになる。２００５年に
はこれらの調査データが一旦とりまとめられ，主
要９８断層帯の長期評価（予想されるマグニチュー
ドと３０年，５０年，１００年確率）として公表された
（図４）。これらの成果は，海溝型地震などの評価
とともに「全国を概観した地震動予測地図」とし
て強震動予測の計算と成果公表へとつながった。
　以上のように，兵庫県南部地震をきっかけに集
中的かつ大規模な活断層調査が実施され，活断層
の地震発生確率予測値が公表された。これは内陸
地震評価に関して画期的な成果であり，大きな進
歩でもある。
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　しかし，日々の天気予報とは異なり，活動間隔
が千年以上の断層活動について，個々の確率値が
妥当かどうかを検証することはできない。また，
震災以降１５年経過した現在，主要活断層沿いでは
大地震は発生しておらず，トレンチ調査等の成果
についての具体的な検証は行われていない。
　おそらく今後数１０年間に，主要活断層で大地震
が発生したところで，調査した活動履歴が正確か
どうか，またそれを基にした確率値が妥当かどう
かは検証できないだろう。その替わりとして，以
下では，断層の超長期的な活動傾向と最近数回程
度の地震活動の間の整合性を見ることで大雑把に
トレンチ調査結果の妥当性を検討してみたい。
　個々の活断層の確率評価に用いられる時間的パ
ラメータは，平均活動間隔（Tr），最新活動時期か
らの経過時間（Te）の２つである（図２）。この
うち，Trについてはトレンチ調査によって直接
検出する（直接法）以外に，地震時の想定変位量
（D）と断層の平均変位速度（S）から以下の式で
間接的に求めることができる（間接法，推本，

２００５）。

Tr＝D/ S

　なお，Dは松田（１９７５）による断層長（L）と
マグニチュード（M）の経験式と，最大変位量（D）
とマグニチュード（M）との経験式から導出され
る。Dが個々の断層長（L）の判断に左右される
という問題はあるが，間接法によるTrは長期間
の平均的な活動間隔を表している。
　ここでは推本（２０１０）によって公表されている
活断層評価のうち，直接法によって活動間隔が明
らかになっている３３の断層について，間接法によ
る活動間隔（Ti）と直接法による活動間隔（Td）
との比較を試みた（図５）。各断層において，得ら
れた個々の活動間隔はばらついているため，図５
にはTi，Tdともに幅と平均値を示している。な
お，各プロットについては調査密度（断層長１０km
当たりの調査地点数）によって色分けした。これ
は，阿寺断層帯や糸魚川－静岡構造線活断層帯な
ど，１９８０年代から調査が実施されてきた断層で

３０３

図４　（a）主要９８活断層帯の３０年地震発生確率（推本，２００５）。（b）地震動予測図（推本，２００５）と兵庫県南
部地震以降のM ６．５ 以上の内陸被害地震の分布。
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図５　（a）主要活断層における平均活動間隔の妥当性の検討。トレンチ調査で直説求めた活動間隔（Td）と
変位速度により間接的に求められた活動間隔（Ti）との関係。エラーバーはそれぞれ活動間隔の最小
と最大値を示す。（b）平均活動間隔が４０００年以内の活断層。
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は，調査数の増加とともに地震イベント数が増
え，それに伴い活動間隔が短くなる傾向がみられ
たためである。すなわち，確率算定に十分な調査
数が行われているかを検討する材料になると考え
た。
　図５を見る限り，ばらつきは大きいものの，回
帰直線の傾きは０． ８４となり，全体としてTiとTd
の一致は良い。つまり，トレンチ調査による断層
活動の検出過程に顕著な誤りは無いと解釈され
る。ただし，厳密にはTdがTiに比べ若干長く見
積もられている傾向があり，全体として幾分古地
震イベントを見落としている可能性が考えられ
る。調査密度を考慮すると，調査密度が高い（赤
点と橙点）断層のうち，別府崩平山断層を除き，
TdとTiにはほぼ良い一致が見られるが，調査密
度が低い断層では両者のばらつきが大きい。した
がって，１５年間の大規模な調査をもってしても，
多くの断層で依然としてデータが不足している。
Teの検出や具体的な活動時期や活動間隔のばら
つきを解明するためにも更なる調査データの積み
重ねが必要である。
　ところで，条件付き確率算定に際して，平均活
動間隔と最新活動からの経過時間の２つのパラ
メータ以外に，活動間隔のばらつきαを設定しな
ければならない。推本（２００５）では確率密度分布
にBrownian Passage Time関数（Matthews et al., 
２００２）を採用し，すべての断層に共通のα＝０． ２４
を用いた。これは過去４回以上の地震履歴が明ら
かな４つの活断層帯から導き出された値である
（推本，２００１）。しかし，この値は他の研究例（例
えば，Ellsworth et al., １９９９の０．５）に比べて明ら
かに小さく，断層が比較的規則的に活動している
ことが前提となっている。石関・隈元（２００７）も
小さなαを疑問視する指摘を行い，古地震履歴が
３回以上得られている１９の活断層のデータを用い
て，α＝０． ４２の共通値を導いた。詳しく検討する
と，ばらつきの小さなグループと，大きなグルー
プにわけられ，それぞれ０． ２３と０． ７０とする方が良
いという。地震発生の繰り返しには個々の活断層
の特性があり，共通の値を採用すること自体に問
題があるのかもしれない。

３．長大活断層系の重点的調査
　兵庫県南部地震以降，M ７．３を超える内陸活断
層沿いの地殻内地震は発生していない。すなわ
ち，国内では複数の断層が連動するような大地震
は最近発生しておらず，長大断層系に関するデー
タの積み重ねはない。一方，国外では複数の隣接
断層が連動するタイプの大地震が発生した（例え
ば，１９９９年トルコ，北アナトリア断層帯のイズ
ミット地震，デュズジェ地震，２００１年チベット，
クンルン地震，２００２年アラスカ，デナリ地震，
２００５年パキスタンのカシミール地震，２００８年中国
の汶川地震など）。これらの地震では，地下の震
源断層に対応する明瞭な地震断層が出現した（例
えば，Barka et al., ２００２）。これらの事例も含め，
地震断層トレースと既知の活断層との関係が
Wesnousky（２００６）によって再検討された。その
結果，１９９０年代以降の評価基準となっていた「５
kmルール」（Wesnousky，１９８８）に従うことが改
めて示された。「５kmルール」とは，断層不連続
部が５km以上離れた場合，地震時の破壊が進展
しないという経験則で，活断層分布から活断層区
間（地震規模）を予測する際に使われる。推本
（２００５）の主要活断層の定義は，「５kmルール」
を国内で検証した松田（１９９１）の起震断層を基に
している。したがって，断層のグルーピングは適
切に行われており，最大地震規模予測においては
概ね妥当な区分を行っているといえよう。
　一方で，断層の分布や幾何形態だけではなく，
詳しい地震発生履歴を組み併せて，長大断層系で
起こる地震規模の多様性を評価する努力も実施さ
れてきた。震災以降，特に中央構造線断層帯，六
甲－淡路島断層帯，糸魚川－静岡構造線断層帯な
どで集中的な掘削調査が実施されてきた（例えば，
宮腰ほか，２００４）。その結果，長大断層系におけ
るセグメンテーション区分や，地震サイクル毎の
活動区間の変化（すなわち連動パターンの変化）
など，詳細な活動様式が明らかになりつつある。
例えば，六甲－淡路島断層帯では，兵庫県南部地
震に先行する地震活動が１５９６年の伏見地震である
ことがトレンチ調査でも検証され，その際に有馬－
高槻断層帯，五助橋断層，淡路島の楠本断層，東
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浦断層，先山断層が連鎖的に活動したことがわ
かった（杉山，１９９８；Lin et al., １９９８）。一方，糸
魚川－静岡構造線断層帯（以降，糸静線）では，
全長約１５０kmの断層帯全４５箇所でトレンチ掘削
および地層抜き取り調査が実施され，過去約１万
年前以降に延べ約９０回の古地震イベントが明らか
になった（文部科学省研究開発局・他，２０１０）。こ
れらのイベントには，地層の欠損や年代測定値誤
差により地震発生時期に概ね数１０年〜数１００年程
度の幅がある。したがって，隣り合う調査地点で
地震発生年代が重なりあう場合であっても必ずし

も同一地震と確証はできないが，可能性は高いと
いえる。一方で，隣接する断層トレースや調査地
点で同時期に活動した証拠がない場合，連動性を
否定する積極的な証拠になる。当初糸静線では，
最新活動が西暦８４１年もしくは７６２年の歴史地震に
対応し，全域が活動した可能性が議論されていた
（例えば，松田，１９９８）。しかし，最近の調査によ
ると，１２００年前前後の活動は神城断層（大町）か
ら牛伏寺断層（松本）に限られ，諏訪湖以南では
対応する断層活動は検出されていない（文部科学
省研究開発局・他，２０１０）。つまり，糸静線では必
ずしも全体が一度に活動するわけではない。ただ
し，長大断層系が多数の活動セグメントに区分さ
れた場合，最大地震規模は小さくなるが，分割で
地震活動を起こすことになり，地震発生頻度（確
率）は高くなる。
　このように，長大活断層系から発生する地震に
関して，調査データの大規模増量によって，セグ
メンテーション区分や活動区間の多様性など，複
雑な地震発生像が得られてきた。また，地質学的
時間精度を超えた動的破壊過程を予測するため
に，より現実的な数値実験等も実施されている
（例えば，Kase and Day, ２００６）。初期応力条件や
複雑な断層形態など，パラメータ値設定に課題は
あるものの，断層破壊の伝播，停止等の予測に関
する新しい知見が得られつつある。

４．今後の課題
４．１　兵庫県南部地震以降のM７地震，地表活

断層と震源断層
　兵庫県南部地震からの最大の課題は，神戸側に
見られた震源断層と地表の活断層の関係であった
（図１）。強震動を引き起こすほどのすべりにも関
わらず，地表に明瞭な地震断層が出現せず，既知
の活断層にも明瞭な変位は報告されなかった。こ
のため，地震直後からこの問題を指摘する論調も
あった。
　兵庫県南部地震の場合は地震断層を生じなかっ
たとはいえ，活動的な活断層帯直下に生じたもの
である。しかし，その後の１５年間，主要活断層帯
以外の地域で同様の現象が発生する。すなわち，
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図６　糸魚川－静岡構造線活断層系の分布とト
レンチ調査地点。断層線は黒太線，トレ
ンチ調査地点は黄色点で示す。北部区間
は東傾斜の逆断層（神城断層，松本盆地
東縁断層），中部区間は主として左横ず
れ断層（牛伏寺断層，岡谷断層群，諏訪
断層群，釜無山断層群）で，南部区間は
西傾斜の逆断層（白州断層，鳳凰山断層，
下円井断層，市之瀬断層）からなる。断
層の分布と名称は下川・他（１９９５）による。
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地表に明瞭な地震断層を伴わない，もしくは震源
断層との対応関係が不明確な地震断層を伴うM ７
前後の内陸被害地震の続発である（２０００年M ７．３
鳥取県西部，２００４年M ６．８ 新潟県中越，２００５年 
M ７．０ 福岡県北西沖，２００７年M ６．９ 能登半島，
２００７年M ６．８ 新潟県中越沖，２００８年M ７．２ 岩手・
宮城内陸地震）。これらは地震動確率予測地図（図
４，推本，２００５）の確率値が相対的に低いゾーン
内で発生し，「未知の活断層が動いた」とマスコミ
等に批評されることになった。
　最近１５年間がこのような地震が多発する特殊な
状況下にあったのだろうか。この点を明確にする
ため，遠田（２００７）は，内陸地震のマグニチュー
ドと地表地震断層の出現率との関係を再検討し
た。活断層による変位地形は，（クリープ性の変動
が無いと仮定して）過去の地震活動による地表断
層変位の累積結果である。そのため，上記の再検
討は，活断層調査によって将来発生する内陸地震
をどの程度評価できるかを判断する材料にもな
る。以下ではその内容を簡単に紹介し，現行の主
要活断層調査による確率評価の限界を示す。
　遠田（２００７）は，気象庁地震カタログに網羅され
ている１９２３年以降の地震を用いて再検討を試みた。
１９２３年以降，気象庁地震カタログでM ６．５ 以上の
内陸地震は３０個発生している（福岡県西方沖地震，
中越沖地震など震源域が陸域にない地震は除く）。
このうち，地震断層として記載されている内陸地
震は１１個であり，単純に約 １ / ３ が地震断層を生じ
たことになる。しかし，地震断層の出現状況は単
純ではなく，十把一絡げに統計に使用するわけに
はいかない。そのため，ここでは地震断層に以下
の３段階のランク付けを行った。ランク１は震源
断層と地震断層の長さが対応すると思われるもの，
ランク２は部分的に震源断層が地表に露出したと
考えられるもの，ランク３は連続性に乏しく震源
断層の延長である可能性が低いもの，もしくは表
層での誘発性変位として説明ができるもの，であ
る。このなかで，地震断層の長さや変位量から地
震規模を推定できるのはランク１のみである。検
討の結果，M ６．５以上の地震でランク１の地震断
層を生じた地震はわずか５個で，出現率にしてわ

ずか１７％に過ぎなかった（図７）。M ７．０ 以上で出
現率は４４％となった。つまり，地震断層を基に地
震発生事象を推定するならば，M ６．５ 以上では６ 
個に５個，M ７．０ 以上では２個に１個もの見落と
しを生じる。すなわち，活断層調査によるM６．５ 
以上の地震発生確率は現実の約 １ / ６，M ７．０ 以上
では約 １ / ２ の過小見積もりとなっている可能性が
ある。したがって，活断層が未発見の地域でも現
実問題としてM ７．０前後までの内陸地震を考慮し
なければならないことになる。
　一方，推本（２００５）には主要活断層帯における
今後３０年間の発生確率（平均値と最大値），その他
の活断層におけるポアッソン確率がまとめられて
いる。上記の問題を独立に検証するために，ここ
では主要活断層とその他の活断層の想定マグニ
チュードとその発生確率を用いて，M別の年間地
震発生頻度を計算した（図８）。M ６．８ 以上の地震の
年間発生率は０． ０４５〜０． ０９２（図８の灰丸と黒丸），
M ７．０ 以上の地震の年間発生率は０． ０３２〜０． ０７６とな
る。それぞれ，実際の地震カタログ（宇佐見，２００３
と気象庁一元化カタログ）による０． １４，０． １１に比べ
て顕著に低い。既知の活断層を震源としてモデル
化することでは，実際に発生する地震の半分程度
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図７　気象庁マグニチュードと地震断層長との
関係。１９２３年以降の陸域直下で発生した
M ６．５ 地震をプロットした。１９２２年以
前ではM８．０の濃尾地震のみを用いてい
る。地震断層を生じた地震数は約 １ / ３ 
で，そのうち松田（１９７５）に従う地震断
層は５断層程度しかない。松田ダイアグ
ラム，Mと地震断層長さの関係。
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しか再現できない。つまり，地震断層によって得
られた知見と同様の結果となり，多数の伏在断層
の存在が疑われる。同様の議論は浅田（１９９１）に
より展開され，「C級活断層問題」と提唱された。
未だに解明されていない。参考までに，松田
（１９９１）の意見も加えて，C級活断層問題を以下に
要約する。
　「日本列島に分布する活断層はその活動度によ
り，A・B・C級に分けられる（図２）。単純に考
えると，その活動はA級で１０００年に，B級で１万
年に，C級で１０万年に１回となる。最近１００年ほ
どの活断層による地震ではA，B，C級活断層に
よる地震が同数であるから，C級活断層はA級活
断層の１００倍存在しなければ説明できない。しか
し，活断層研究会（１９９１）では，B級活断層はA
級活断層の１０倍程度記載されているが，C級活断
層はB級よりも若干数が少ない。多くのC級活断

層が未発見なのではないだろうか。」
　ところで，地表に明瞭な変位を伴わない地震は
地震動評価の面でもきわめて重大な意味を持つ。
香川ほか（２００４）やKagawa et al.（２００４）は，地
震観測記録のスペクトル特性について，地表断層
地震と伏在断層地震による相違を調べ，伏在断層
地震の方が地表断層地震に比べて周期１秒を中心
に大きな地震動となることを明らかにしている。
周期約１秒の強震動パルスは，いわゆるキラーパ
ルスと呼ばれ，建築物や土木構造物の甚大な被害
の主原因とされている。すなわち，同程度の地震
規模であれば，地表まで切断しない断層を伴った
地震の方が，構造物に及ぼす被害は甚大となる。
伏在断層問題は，地震動評価の面でも避けて通る
ことはできない。

４．２　２０１０年ハイチ地震と主要活断層の地震発
生確率の信頼性

　２０１０年１月１２日にハイチ共和国を襲ったMw＝
７．０ の内陸地震（USGS，２０１０）は，あらためて活
断層評価の難しさを提示した。同地震の震央は首
都ポルトープランスの西南西約２０kmのエンリキ
ロ断層沿いに位置する。同地震では，遠地地震解
析（例えば，Hayes，２０１０）やInSAR解析（例え
ば，橋本，２０１０）により，エンリキロ断層に沿う
東西約５０kmの断層が逆断層成分を伴った左横ず
れ断層運動を起こしたとされている。エンリキロ
断層は，北アメリカプレートとカリブプレートの
境界の変形帯南縁にあたり，ゴナーブ（Gonave）
マイクロプレート南縁を画する主要活断層である
（Mann et al., １９９５）。同断層の左横ずれ平均変位
速度はGPS観測に基づき約７mm /年とされてい
る（Manaker et al., ２００８）。日本の活断層と比較
すると，中央構造線活断層帯や糸静線に匹敵す
る。すなわち，主要活断層で兵庫県南部地震の２
倍程度の地震モーメント（八木，２０１０）をもつ内
陸地震が発生したことになる。ちなみに，八木
（２０１０）によると，断層の大きさはほぼ兵庫県南部
地震と同程度なので，断層変位量は約２倍になる
とされている。
　震源の浅さや地震規模を考えると，エンリキロ
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図８　推本（２００５）の活断層の確率評価結果を
用いて再現した地震発生頻度。最大確率
値と平均確率値の両シナリオを活用し
た。星印は宇佐見（２００３）の１８００年以降
の地震カタログ，および気象庁地震カタ
ログによるM ６．８とM ７．０ の年間地
震発生率を示す。既知の活断層のみに
よって，カタログの地震頻度を量的に再
現することはできない。
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断層沿いに地表地震断層の出現が予想された。し
かし，地震後に撮影された衛星写真を拡大・精査
しても，エンリキロ断層沿いのトレース（Mann 
et al., １９９５）に，地震断層の存在を示唆する変状
は全く認められなかった。一方で，過去の断層活
動による河川の系統的左横ずれ地形や低断層崖な
どの累積変動地形は認められる。衛星写真におけ
る検知限界を考えても，少なくとも５０cm程度の
変位があれば認識できるはずである。原稿執筆時
点（２０１０年１月２８日）において，現地調査等の詳
しい報告はないものの，連続する地震断層の報告
はない。一方で，InSAR解析結果においても，エ
ンリキロ断層沿いの明瞭な変位を示唆する干渉縞
のオフセットは認められない（橋本，２０１０；宇宙
航空研究開発機構，２０１０；国土地理院，２０１０）。
したがって，今回のハイチ地震のように，Mw＝
７．０ に達するほどの地震が主要断層直下に発生し
ても，兵庫県南部地震の神戸側と同様，地表に痕
跡を残さない場合があり得る。このことは，古地
震の地表変位痕跡を頼りにした活動履歴調査の信
頼性を揺るがす事実である。したがって，主要活
断層であっても，トレンチ調査による活動履歴の
不完全性を念頭に置くべきであろう。ハイチ地震
は，現行のトレンチ調査に基づく地震確率評価の
限界を知り今後評価法を改善する上で，きわめて
重要な地震であったといえよう。今後，トレンチ
調査を補完する調査法の開発や，より現実的な内
陸地震の評価法に関するブレークスルーが必要な
時期に来ている。

５．おわりに
　兵庫県南部地震以降の１５年間，内陸地震評価と
いう観点からの活断層調査が急速に進み，それ以
前の１０倍以上のスピードで古地震データの集積が
行われた。また，古地震データから算出された平
均活動間隔と最新活動からの経過年をもとに，主
要活断層の地震発生確率評価が行われ，「全国を概
観する地震動予測地図」作成につながった。実用
的な内陸地震防災への第一歩を踏み出したといえ
る。量から質への転換が期待される時期でもあ
る。しかしながら，活断層調査手法は震災以前と

ほぼ変わらず，確率評価自体も１９９０年前後からカ
リフォルニアで実施されてきたものである。全地
球測位システム（GPS）や合成開口レーダ干渉法
（InSAR）など，宇宙測地技術を取り入れてに進展
をみせる測地分野や，地震波トモグラフィー等が
進展めざましい地震学分野に比べると，調査や評
価技術に新たな展開が見られない。
　一方で，これらの宇宙測地・リモートセンシン
グ技術は活断層研究にも影響を与えつつあり，一
部空中写真に替わって断層地形の抽出や確認作業
にALOS等の衛星画像が利用されるようになりつ
つある。また，InSARによって地震に伴う広域変
動が把握できるようになり，現地調査結果との照
合だけではなく，震源断層と地震断層の関係がよ
り詳細に議論できるようになった。震源断層周辺
のわずかな変動も検知できるため，誘発的な断層
運動や褶曲の成長までもが可視化されるように
なった（例えば，Nishimura et al., ２００８）。さら
に，現地調査にフードバックできる情報も得ら
れ，効率的に地震後の調査が実施されるように
なった。
　活断層の認知・検出に関しては，航空レーザ計
測 技 術（LiDAR: Light Detection And Ranging）
が活躍しつつある。航空レーザ計測は，飛行機ま
たはヘリコプターから地上に向けて発射され，地
表面や地物で反射して戻ってきた膨大なレーザパ
ルスから，高密度かつ高精度の三次元デジタル
データを取得する測量技術である（斉藤，２００８）。
地表面が樹木や構造物の覆われた場合でも，照射
された一発のレーザパルスに対して複数の反射パ
ルスが受信されることから，最後に到達するパル
スから地表面までの距離を検出することができ，
森林の生い茂る山地内や都市部などで詳細な地形
イメージが得られる。国外では既にいくつかの研
究事例があり，従来空中写真判読では認められな
かった山間部や都市部での断層トレースが新たに
発見されるようになった（例えば，Kondo et al., 
２００８，丸山・他，２００９，図９）。
　調査に関する新技術だけではなく，内陸地震評
価に関しても４節で議論した課題を克服するよう
なブレークスルーが必要である。そのためには，
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地形地質を主とした活断層研究の枠にとらわれず，
地震や測地の研究者との相互連携を深め，震源断
層と地表活断層との関係を明らかにしていく必要
がある。また，予測モデルに関しても，カリフォ
ルニアのUNICERFモデル（Field et al., ２００８）に
見られるように，地震活動，測地データ，地殻構
造，活断層など多層データを融合した地震発生モ
デルの構築が重要と考えられる。 
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図９　航空レーザ計測データDEMによる断層地形の陰影図．（a）と（b）は，都市部における航空レーザ活用
例（Kondo et al., ２００８）．（a）松本市街地のオルソ写真．写真からは（b）に示す断層崖は見いだせない．
（b）航空レーザ計測によるDEM陰影図．松本市街地を南北に走る低断層崖が認められる．糸静線活断層
帯牛伏寺断層の北端にあたる．（c）と（d）は山間部における事例．（c）宮城県栗原市荒砥沢ダム北方の
２００８年岩手・宮城内陸地震直後の空中写真（国土地理院発行CTO２００８３-C６-３７８）．（d）航空レーザ計測
によるDEM陰影図に現れた岩手・宮城内陸地震における地震断層（丸山・他，２００９）．
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